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はじめに 

本報告書は、「海上運送法第１９条の３」及び「内航海運業法第２１条」に基

づき、令和６年度の輸送の安全に関わる情報を公表するものです。 

事業者の安全に係る事項の透明性を向上させ、事業者の「輸送の安全の確保」

に対する意識を高め、海上輸送の安全の確保を図ることを目的としております。 
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１ 事故及び運航管理監査の状況 

（１） 船舶事故の発生状況 

令和６年度に海上運送法及び内航海運業法に基づき、船舶運航事業者から

報告された事故の発生件数は、対前年度比２３件（約１５％）増の１８０件

となりました。 

事故種類別の割合（直近過去３ヶ年平均）では、「衝突（岸壁等）」が全

体の約２８％を占めており、以下、「衝突（船舶）」が約２１％、「乗揚」

及び「機関故障」がそれぞれ約１８％となっています。 

                                                   （件） 

事故種類別 令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

３年間 

の合計 

衝突(岸壁等) 37 41 58 136 

衝突(船舶) 43 20 42 105 

乗揚 30 35 24 89 

機関故障 21 35 30 86 

油流出 11 1 8 20 

浸水 1 9 5 15 

火災 3 5 1 9 

漂流 0 2 5 7 

沈没 3 1 1 5 

その他 4 8 6 18 

合計 153 157 180 490 

 

 

事故種類別の割合（直近過去３ヶ年平均） 

  

衝突（岸壁等）

28%

衝突（船舶）

21%乗揚

18%

機関故障

18%

その他

15%
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（２）船種別事故の発生状況 

① 旅客船 

令和６年度の旅客船の事故の発生件数は、対前年度比３４件（約３８％）

減の５５件となりました。 

事故種類別の割合（直近過去３ヶ年平均）をみると、「衝突（岸壁等）」

が約３５％、「機関故障」が約２７％、「乗揚」及び「衝突（船舶）」が

それぞれ約１１％となっています。 

                            （件） 

事故種類別 
令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

３年間 

の合計 

衝突(岸壁等) 16 28 22 66 

機関故障 11 29 12 52 

乗揚 7 11 2 20 

衝突(船舶) 6 6 8 20 

浸水 1 6 4 11 

火災 2 2 0 4 

漂流 0 1 1 2 

油流出 1 0 2 3 

沈没 1 0 0 1 

その他 2 6 4 12 

合計 47 89 55 191 

 

 

旅客船の事故種類別の割合（直近過去３ヶ年平均） 

  

衝突（岸壁等）

35%

機関故障

27%

衝突（船舶）

11%

乗揚

11%

その他

17%
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② 貨物船 

令和６年度の貨物船の事故の発生件数は、対前年度比５７件（約８４％）

増の１２５件となりました。 

事故種類別の割合（直近過去３ヶ年平均）をみると、「衝突（船舶）」

が約２８％、「衝突（岸壁等）」及び「乗揚」がそれぞれ約２３％、「機

関故障」が約１１％を占めています。 

（件） 

事故種類別 
令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

３年間 

の合計 

衝突(船舶) 37 14 34 85 

衝突(岸壁等) 21 13 36 70 

乗揚 23 24 22 69 

機関故障 10 6 18 34 

油流出 10 1 6 17 

火災 1 3 1 5 

沈没 2 1 1 4 

浸水 0 3 1 4 

漂流 0 1 4 5 

その他 2 2 2 6 

合計 106 68 125 299 

 

 

貨物船の事故種類別の割合（直近過去３ヶ年平均） 

 

 

  

衝突（船舶）

28%

衝突（岸壁等）

23%

乗揚

23%

機関故障

11%

その他

14%
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（３）運航管理監査の実施状況 
令和６年度は、旅客船及び貨物船の船舶運航事業者の船舶及び事業場に対

して４,１６７件の運航管理監査を実施しました。 

監査の結果、行政処分又は行政指導を行った件数は３３件であり、うち１

３件については、行政処分を行いました。 

 

運航管理監査の実施件数 

         （件） 

  令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

監査実施件数 

（うち事故発生時等の監査実施件数（注①）） 

2,016 

(77) 

3,898 

(73) 

4,167 

(91) 

注① ：事故発生時等に緊急に行われる監査を実施した件数 

 

 

運航管理監査における行政処分等の件数 

（件） 

  令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

行政処分 

事業許可取消 1 0 0 

事業停止命令 1 0 0 

安全確保命令 7 12 12 

安全統括管理者・運航管理者解

任命令 
0 0 1 

行政指導 23 24 20 
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令和６年度の運航管理監査における行政処分等によって講じさせた 

改善措置等の内訳（注②） 

 

注②：行政処分等を行う場合は、１件の行政処分等につき、複数の改善措置を事業者に

講じさせる場合もあることから、行政処分等の件数と処分等によって講じさせた

改善措置等の内訳の合計値は一致しない。 

 

 

※ 国土交通省では、適切な船舶の運航管理を通じ、旅客船及び貨物船の輸送の安全を確保

するため、全国62箇所の地方運輸局等に配置されている運航労務監理官が、通常時から定

期的に海上運送法及び内航海運業法に基づき、船舶運航事業者等に対してその業務に関す

る報告を求めるほか、船舶運航事業者等が運航する船舶及び事業場に対して運航管理監査

を実施しています。 

  特に、船舶事故が発生した場合等には、海上保安庁等と連携しつつ、迅速に特別監査と

称する運航管理監査を実施し、海上運送法又は内航海運業法の違反の有無の確認等を行

い、安全管理体制の再構築や運航管理の徹底等のため、法令に基づく関係者の処分や指導

など再発防止に努めています。 

 

  

 
安全確保

命令 
行政指導 

輸送の安全を確保する 

ための事業運営方針に 

関するもの 

安全方針、安全重点 

施策に関するもの 
0 0 

関係法令等の遵守に 

関するもの 
14 4 

輸送の安全を確保する 

ための事業管理体制に 

関するもの 

組織体制等、事業者 

管理体制に関するもの 
22 34 

経営責任者の責務に 

関するもの 
10 10 

輸送の安全を確保する 

ための事業管理方法に 

関するもの 

船舶の運航管理に 

関するもの 
35 18 

事故、災害等に係る 

対応に関するもの 
10 10 

安全教育、訓練に 

関するもの 
9 12 

その他 6 9 

事業法の規定（上記安全管理規程以外）に 

関するもの 
0 3 

合計 106 100 
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２ 安全確保命令等に係る事項 

令和６年度は、「輸送の安全を阻害している事実がある」と認められた旅客

船を運航する１１事業者及び貨物船を運航する１事業者に対して、海上運送法

第１９条第２項又は内航海運業法第２０条第１項に基づき、「輸送の安全を確

保するため必要な措置」をとるよう命令を発し、改善措置が講じられたことを

確認しました。 

また、旅客船を運航する事業者のうち１者（事案７）に対しては、安全統括

管理者及び運航管理者の解任命令を行いました。 

これら事案の概要については、以下のとおりです。 

 

 

事案１ 海上タクシーが船舶検査証書に定められている最大搭載人員を超え

て旅客を搭載し、運航していた事案 

 

事業者  ： 株式会社高松海上タクシー（人の運送をする内航不定期航

路事業） 

 発出年月日： 令和６年６月１４日 

 所管局  ： 四国運輸局 

 

【概要】 

令和６年４月２５日、海上運送法に基づく監査を実施したところ、同社が

運航する「空海Ⅱ」（１７トン）が、「香川県荘内半島～東かがわ市沖の海域」

において、同年３月１８日を含む計４回、船舶検査証書に定められている最

大搭載人員（旅客１０人）を超える数の旅客を乗せて運航していたこと等を

確認した。 

 

【命令内容】 

1. 経営トップは、安全管理規程第３条に基づき、輸送の安全確保のため、

船舶安全法をはじめとする関係法令及び安全管理規程の遵守と安全最

優先の原則の徹底に主体的に関与し、安全マネジメント態勢を適切に運

営すること。 

2. 安全統括管理者は、安全管理規程第１０条に基づき、関係法令の遵守と

安全最優先の原則を徹底するとともに、安全管理規程の遵守を確実にす

ること。 

3. 運航管理者は、安全管理規程第１１条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして

その実施を図ること。 

4. 船長は、安全管理規程第１８条に基づき、速力基準表を船橋内の操作す

る位置から見やすい場所に掲示すること。 

5. 乗員（船長）は、安全管理規程第２７条第２項に基づき、乗船旅客数を

把握し、旅客定員を超えていないことを確認すること。 

6. 運航管理者は、安全管理規程第４１条に基づき、陸上施設チェック表に

より陸上施設の点検を実施し記録すること。 

7. 経営代表者は、安全管理規程第５３条に基づき、年１回以上船舶及び陸

上施設の状況並びに安全管理規程の遵守状況の他、安全マネジメント態
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勢全般にわたり内部監査を行うこと。 

8. 経営代表者は、安全管理規程第５４条に基づき、安全管理規程の事項に

変更が生じたときは、遅滞なく変更を行い、届け出ること。 

9. 船長は、船舶安全法第１８条に基づき、最大搭載人員を超えて旅客其の

他の者を搭載しないこと。 
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事案２ 貨物船の運航計画を作成・改定する際、船員の過労防止に必要な措

置を講じていなかった事案 

 

事業者  ： 井本商運株式会社（内航海運業） 

 発出年月日： 令和６年６月１４日 

 所管局  ： 神戸運輸監理部 

 

【概要】 

令和６年１月１５日、内航海運業法に基づく監査を実施したところ、定期

用船契約により運航する貨物船「たかとり」（４９９トン）、「みさき」（７４

９トン）の２隻において複数の船員の労働時間が複数回にわたり船員法の定

める限度を超過していた要因として、運航計画を作成・改定する際に、船舶

所有者からの意見を十分に反映しておらず、船員の過労を防止するために必

要な措置を講じていなかったことを確認した。 

 

【命令内容】 

1. 内航海運業法第１２条に基づき、本船の船舶所有者から意見聴取を行い、

その意見を十分に考慮した上で、本船船員の労働時間が法令で定められ

た上限を超過しないことが確実となるよう運航計画を作成し、労働時間

の限度の超過を解消すること。 

2. 運航計画の作成にあたっては、十分な時間的余裕を確保した上で、船舶

所有者に対し、書面やメール等により船員の労働時間の確認及び意見聴

取を行い、船舶所有者からの回答についても書面やメール等、後から確

認できるよう記録を残すこと。 
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事案３ 旅客船が基準経路から逸脱し、防波堤に衝突した事故 

 

事業者  ： 京浜フェリーボート株式会社（旅客不定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年８月８日 

 所管局  ： 関東運輸局 

 

【概要】 

令和６年１月２５日、旅客船「ＳＡＮＴＡ ＢＡＲＣＡ」（１８トン）が、

「横浜港内遊覧航路」において、乗客１１名及び乗組員２名を乗せて横浜港

北水堤付近を航行中、防波堤に衝突し、乗客８名及び乗組員２名が負傷した。

同年２月２１日他、海上運送法に基づく監査を実施したところ、運航基準図

に記載された基準経路を遵守していなかったこと等を確認した。 

 

【命令内容】 

1. 経営トップは、法令に違反した事実に対する再発防止策を策定し、適切

な安全管理体制を確立するとともに、事案の再発防止に向けて、安全管

理規程第４条に基づき、輸送の安全を確保するために、海上運送法をは

じめ、関係法令及び安全管理規程の遵守と安全最優先の原則について主

体的に関与し、安全マネジメント態勢を構築すること。 

2. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、海上運送法をはじ

め、関係法令の遵守と安全最優先の原則を社内へ徹底するとともに、安

全管理規程の遵守を確実にすること。 

3. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして

その実施を図ること。 

4. 運航管理者及び船長は、安全管理規程第２８条及び運航基準第４条に基

づき、運航中止基準に係る情報、運航の可否判断並びに運航中止の措置

等について確実に記録すること。 

5. 運航管理者は、安全管理規程第２９条に基づき、海の安全情報など官公

庁の発する運航に関する情報について、当該区域を航行する船長に連絡

すること。 

6. 船長は、安全管理規程第３０条に基づき、出入港時及び事故処理基準に

定める事故発生時に、運航管理者への連絡を確実に実施すること。 

7. 運航管理者及び船長は、安全管理規程第３１条及び運航基準第６条に基

づき、緊急の場合を除き運航基準図に定める基準経路の航行を確実に行

うこと。 

8. 安全統括管理者は、安全管理規程第３７条に基づき、アルコール検知器

を用いたアルコール検査を実施し、検査結果を記録する体制を構築する

こと。 

9. 船長は、安全管理規程第４２条及び事故処理基準第４条に基づき、自船

に事故が発生したときは、事故の状況及び講じた措置について運航管理

者及び海上保安官署等へ連絡すること。 

10. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第４９条に基づき、用

船をふくめ運航に携わる全ての職員及び乗組員に対し、安全管理規程、

関係法令その他輸送の安全を確保するために必要と認められる事項に
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ついて周知徹底を図るため、理解しやすい具体的な安全教育を定期的に

実施し、その概要を記録簿に記録すること。 

11. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第５１条に基づき、用

船をふくめ情報伝達訓練を含む全社的体制の事故処理を想定した訓練

を計画し、年１回以上実施するとともに、その概要を記録簿に記録する

こと。 
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事案４ 旅客船の配乗計画作成に際して、船員が適切な海技資格を保有して

いるか等について確認を怠った事案 

 

事業者  ： 関門汽船株式会社（旅客不定期航路事業・人の運送をする

内航不定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年８月９日 

 所管局  ： 九州運輸局 

 

【概要】 

令和６年５月２２日、海上運送法に基づく監査を実施したところ、旅客船

「ＨＡＮＡＲＩＡ」（２３８トン）が、「関門海峡及び響灘周遊航路」及び「関

門海峡及び洞海湾周遊航路」並びに人の運送をする内航不定期航路において、

同年３月から４月にかけて、船舶職員及び小型船舶操縦者法に基づく乗り組

み基準に適合する船舶職員を乗り組ませないまま１４航海の運航をしてい

たこと等を確認した。 

 

【命令内容】 

1. 船舶所有者（関門汽船株式会社）は、船舶職員及び小型船舶操縦者法第

１８条に基づき、乗組み基準に従い、船長及び船長以外の船舶職員とし

て、適切な海技免状有資格を受有する海技士を乗り組ませること。 

2. 経営トップは、事案の再発防止に向けて、安全管理規程第４条に基づき、

船舶職員及び小型船舶操縦者法をはじめ、関係法令及び安全管理規程の

遵守について、主体的に関与し、安全マネジメント態勢を構築すること。 

3. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、船舶職員及び小型

船舶操縦者法をはじめ、関係法令の遵守と安全最優先の原則を職員及び

乗組員に徹底するとともに、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、自らの責務を再認識し、

船舶の運航管理及び輸送の安全に関する業務全般を統括するとともに、

安全管理規程の遵守を確実にして、その実施を図ること。 

5. 運航管理者は、安全管理規程第２２条に基づき、配乗計画を作成又は改

定する場合は、法定職員が適正に確保されているか、乗組員が過労にな

ることはないか、航路に精通した船舶職員が乗組むこととなっているか

等について、その安全性を検討すること。 

6. 運航管理者は、安全管理規程第４１条に基づき、陸上施設点検簿に基づ

いた点検を実施し、結果を記録すること。 

7. 安全統括管理者は、海上運送法第１９条の２の３及び安全管理規程第５

６条に基づき、輸送の安全に関する情報（安全管理規程、安全統括管理

者・運航管理者に係る情報）について、適時、外部に対して公表するこ

と。 
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事案５ 旅客船の配船計画を作成するに際して、船舶安全法に基づく受検期

間内に定期検査を受検していない船舶を運航させていた事案 

 

事業者  ： 有限会社カネ秀カネシウ（人の運送をする内航不定期航路

事業） 

 発出年月日： 令和６年８月２０日 

 所管局  ： 北海道運輸局 

 

【概要】 

令和６年７月１８日、海上運送法に基づく監査を実施したところ、旅客船

「ＲＸＡ」（５トン未満）が、「小樽海岸クルーズ航路」及び「小樽港内クルー

ズ航路（運河Ａコース、港内コース）」において、船舶安全法に基づく定期

検査の受検期間内に検査を受検せず、船舶検査証の有効期限が切れた状態で

運航していたこと等を確認した。 

 

【命令内容】 

1. 事業者は、船舶安全法第１８条に基づき、有効な船舶検査証を受有した

上で船舶を運航すること。 

2. 経営代表者は、安全管理規程第４条に基づき、輸送の安全確保のため、

船舶安全法をはじめ、関係法令及び安全管理規程の遵守と安全最優先の

原則の徹底について主体的に関与し、事業所全体の安全マネジメント態

勢を適切に運営すること。 

3. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、船舶安全法をはじ

め、関係法令の遵守と安全最優先の原則を職員及び乗組員に徹底すると

ともに、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航の管理及び

輸送の安全の確保に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確

実にしてその実施を図ること。 

5. 運航管理者は、安全管理規程第２１条に基づき、配船計画を作成すると

きは、使用船舶の安全性を検討し、有効な船舶検査証を受有していない

船舶を運航しないこと。 
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事案６ 旅客船が基準経路から逸脱し、岩礁に乗り揚げた事故について、船

舶の航海の安全を確保するために必要な員数の海員が乗り組んでい

なかった事案 

 

事業者  ： 座間味村（人の運送をする内航不定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年８月２７日 

 所管局  ： 内閣府沖縄総合事務局 

 

【概要】 

令和６年５月１３日、旅客船「みつしま」（１７トン）が、「阿嘉港～阿波

連港航路」において、乗客５名及び乗組員１名を乗せて座間味村阿波連港沖

合付近を航行中、基準経路から逸脱し、岩礁に乗り揚げた。乗客等に怪我は

無かった。同年５月１７日他、海上運送法に基づく監査を実施したところ、

船員法に基づき船舶の航海の安全を確保するために必要な員数の海員を乗

り組ませていなかったこと等を確認した。 

 

【命令内容】 

1. 船舶所有者は、船員法第７０条に基づき、船舶の航海の安全を確保する

ための作業を適切に実施するために必要な員数の海員を乗り組ませる 

こと。 

2. 村長は、安全管理規程第４条に基づき、輸送の安全確保のため、船員法

をはじめ、関係法令及び安全管理規程の遵守と安全最優先の原則の徹底

について、主体的に関与し、役場全体の安全マネジメント態勢を適切に

運営すること。 

3. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、船員法をはじめ、

関係法令の遵守と安全最優先の原則を船舶・観光課内部へ徹底するとと

もに、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航の管理及び

輸送の安全の確保に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確

実にしてその実施を図ること。また、船舶の運航全般に関し、船長と協

力して輸送の安全を図ること。 

5. 安全統括管理者は、安全管理規程第２１条に基づき、安全管理規程の内

容に係る事項に変更が生じたときは、遅滞なく、規程の変更を発議し、

村長は、船舶・観光課の責任者の意見を参考として、規程の変更を決定

すること。 

6. 運航管理者は、安全管理規程第２３条に基づき、配乗計画の作成にあ

たって安全性の検討を行い、法定乗組員を適正に確保したうえで運航を

行うこと。 

7. 運航管理者及び船長は、安全管理規程第２９条及び運航基準第４条の２

に基づき、運航中止基準にかかる情報、運航の可否判断、運航中止の措

置及び協議の結果等について航海日誌に記録すること。 

8. 船長は、安全管理規程第３１条、運航基準第１１条及び第１２条に基づ

き、基準経路上の定められた地点に達したとき及び入港５分前となった

ときに、運航管理者に通常連絡及び入港連絡を行うこと。 

9. 船長は、安全管理規程第３２条及び運航基準第７条に基づき、緊急の場

合を除き運航基準図に定める基準経路の航行を確実に行うこと。 
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10. 運航管理者及び船長は、安全管理規程第３７条、作業基準第１７条及び

第１８条に基づき、遵守事項を乗船待ちの旅客に対して掲示等により周

知するとともに、旅客が乗船している間、適宜の時間に放送等により周

知すること。 

11. 安全統括管理者は、安全管理規程第３８条に基づき、アルコール検知器

を用いたアルコール検査体制を構築すること。 

12. 船長は、安全管理規程第４３条及び事故処理基準第４条に基づき、事故

が発生したときは、事故の状況及び講じた措置を速やかに海上保安官署

等に連絡すること。 

13. 安全統括管理者兼運航管理者は、安全管理規程第５０条及び地震防災対

策基準第１８条に基づき、乗組員等に対し、安全管理規程、関係法令そ

の他輸送の安全を確保するために必要と認められる事項及び地震防災

に関して、理解しやすい具体的な安全教育を定期的に実施すること。 

14. 安全統括管理者兼運航管理者は、安全管理規程第５２条に基づき、年１

回以上、事故処理に関する訓練を計画し実施すること。 

15. 安全統括管理者兼運航管理者は、安全管理規程第５４条に基づき、年１

回以上、船舶及び陸上施設の状況並びに安全管理規程の遵守状況の他、

安全マネジメント態勢全般にわたり内部監査を実施すること。 

16. 安全統括管理者兼運航管理者は、安全管理規程第５５条、運航基準第８

条及び事故処理基準第４条に基づき、船舶に安全管理規程（運航基準図

及び非常連絡表を含む）、医療機関連絡表及び操縦性能表を備え付ける

こと。 
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事案７ 旅客船が浸水の事実を関係官署に報告せずに運航を継続したのみな

らず、その事実を組織的に隠蔽していた事案 

 

事業者  ： ＪＲ九州高速船株式会社（対外旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年９月１７日 

 所管局  ： 海事局（国土交通省） 

 

【概要】 

令和６年８月６日他、海上運送法に基づく監査を実施したところ、旅客船

「ＱＵＥＥＮ ＢＥＥＴＬＥ」（２,５８９トン）が、「博多～釜山航路」に

おいて、同年２月１２日に浸水が確認されていたにも関わらず、同年５月３

０日までの間、長期に渡り国土交通省への報告を怠り、運航を継続していた

こと等を確認した。 

 

【命令内容】 

1. 船舶所有者は、船舶の堪航性に影響を及ぼすおそれのある場合及び船舶

に固定して施設された警報センサーの位置を変更する場合においては、

船舶安全法第５条に基づく臨時検査を受検した上で船舶を航行の用に

供すること。 

2. 経営トップは、法令に違反した事実に対する再発防止策を策定するとと

もに、安全管理規程第５条に基づき、船舶安全法をはじめ、関係法令及

び安全管理規程の遵守及び安全最優先の原則の徹底について主体的に

関与し、安全マネジメント態勢を適切に運営すること。 

3. 安全統括管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶安全法をはじ

め、関係法令の遵守と安全最優先の原則を社内へ徹底するとともに、安

全管理規程の遵守を確実にすること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第１９条に基づき、船舶の運航管理その他

船舶による輸送の安全の確保に関する業務全般を統括し、船舶安全法を

はじめ、海事法令及び安全管理規程の遵守を確実にして、その実施を図

ること。また、船長と協力して、船舶の運航その他船舶による輸送の安

全を確保すること。 

5. 運航管理者及び船長は、安全管理規程第２５条に基づき、船舶の状況が

船舶の運航に支障を及ぼすおそれがあると認められる場合は、協議によ

り、運航休止の措置をとること。 

6. 船長は、安全管理規程第３７条に基づく発航前検査の結果、異常を発見

した場合において、同規程第６６条に基づき、事実を記録し、適切に管

理すること。 

7. 運航管理者は、安全管理規程第３７条に基づき、船長より発航前検査で

異常のある箇所を発見したことについて報告を受けたときは、直ちに運

航課に対し、当該情報を通報し、修復整備を求めること。 

8. 船長は、安全管理規程第４８条に基づき、自船に事故その他異常事態が

発生したときは、事故等の拡大防止のための措置を講じること。また、

社長及び安全統括管理者は、同規程第５０条に基づき、事故等の状況、

被害規模等を把握・分析し、適切に対応措置を講ずること。 

9. 運航管理者は、安全管理規程第５１条に基づき、事故等の発生を知った

ときは、速やかに国土交通省及び海上保安庁にその概要及び事故等の処
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理の状況を報告すること。 

 

上記の輸送の安全の確保に関する命令に加え、同社の安全統括管理者及び運

航管理者については、その職務を怠っており、引き続きその職務を行うことが

輸送の安全の確保に著しく支障を及ぼすおそれがあるものとして、海上運送法

第１０条の３第７項の規定に基づき、解任を命じた。 
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事案８ 旅客船が臨時検査を受検せず、船舶の航海の安全を確保するために

必要な員数の海員を乗り組ませることもなく運航していた事案 

 

事業者  ： 有限会社郵正丸（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年１０月１６日 

 所管局  ： 九州運輸局 

 

【概要】 

令和６年７月３日、海上運送法に基づく監査を実施したところ、旅客船「ゆ

うしょう」（５７トン）が「馬渡島～呼子航路」において、同年６月１２日

に船体の亀裂を確認し、仮修理を行ったにもかかわらず、船舶安全法に基づ

く臨時検査を未受検のまま運航していたこと及び船員法に基づき船舶の航

海の安全を確保するために必要な員数の海員を乗り組ませていなかったこ

と等を確認した。 

 

【命令内容】 

1. 船舶所有者は、船舶の堪航性又は人の安全の保持に影響を及ぼすおそれ

のある船体等の損傷や衰耗により、船舶の修理を行うときは、運航の用

に供する前に船舶安全法第５条に基づき、臨時検査を受検すること。 

2. 船舶所有者は、船員法第７０条に基づき、航海当直その他の航海の安全

を確保するための作業を適切に実施するために必要な員数の海員を乗

り組ませること。 

3. 経営トップは、事案の再発防止に向けて、安全管理規程第４条に基づき、

船舶安全法をはじめ、関係法令及び安全管理規程の遵守について、主体

的に関与し、安全マネジメント態勢を構築すること。 

4. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、船舶安全法をはじ

め、関係法令の遵守と安全最優先の原則を職員及び乗組員に徹底すると

ともに、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

5. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全の確保に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実

にして、その実施を図ること。 

6. 運航管理者は、安全管理規程第２２条に基づき、配乗計画を作成又は改

定する場合は、航海当直に必要な員数の海員が適正に確保されているか

等について、その安全性を検討すること。 

7. 運航管理者及び船長は、安全管理規程第２３条に基づき、船舶の状況が

船舶の運航に支障を及ぼすおそれがあると認められる場合は、協議によ

り、運航休止等の運航計画の臨時変更の措置をとること。 

8. 運航管理者及び船長は、安全管理規程第２８条及び運航基準第４条の２

に基づき、運航中止基準にかかる情報、運航の可否判断、運航中止の措

置及び協議の結果等について記録すること。 

9. 運航管理者は、安全管理規程第４１条に基づき、陸上施設点検簿に基づ

いた点検を実施し、結果を記録すること。 

10. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第５０条に基づき、運

航管理員等に対し、安全管理規程、船舶安全法及び船員法等の関係法令

その他輸送の安全を確保するために必要と認められる事項について、理

解しやすい具体的な安全教育を定期的に実施するとともに、運航管理者
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は、同規程第５３条に基づき、その概要を記録簿に記録すること。 

11. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第５２条に基づき、年

１回以上、事故を想定した事故処理に関する訓練を実施するとともに、

運航管理者は、同規程第５３条に基づき、その概要を記録簿に記録する

こと。 

12. 内部監査を行う者は、安全管理規程第５４条に基づき、内部監査及び見

直しを行ったときは、その内容を記録すること。 

13. 安全統括管理者は、海上運送法第１９条の２の３及び安全管理規程第５

６条に基づき、輸送の安全に関する情報（安全方針、安全重点施策、安

全管理規程、安全統括管理者・運航管理者に係る情報等）について、適

時、外部に対して公表すること。 
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事案９ 他船と衝突事故を起こした旅客船が、乗客に救命胴衣を着用させて

いなかった事案 

 

事業者  ： 望月 孝夫（人の運送をする内航不定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年１０月３０日 

 所管局  ： 関東運輸局 

 

【概要】 

令和６年７月７日、旅客船「ふじみ」（１８トン）が、「Ｅ.デラックスコー

ス航路」において、乗客４名及び乗組員１名を乗せて河口湖大橋周辺水域を

航行中、見張りを適切に行っていなかったため、同水域を航行していたバス

釣りボートと衝突し、乗客３名が負傷した。同年７月９日他、海上運送法に

基づく監査を実施したところ、事故当時、乗客に救命胴衣を着用させていな

かったこと等を確認した。 

 

【命令内容】 

1. 経営トップは、法令に違反した事実に対する再発防止策を策定し、適切

な安全管理体制を確立するとともに、事案の再発防止に向けて、安全管

理規程第４条に基づき、輸送の安全を確保するために、旅客に対する救

命胴衣着用の徹底をはじめ、関係法令及び安全管理規程の遵守と安全最

優先の原則について主体的に関与し、安全マネジメント態勢を構築する

こと。 

2. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、救命胴衣着用の徹

底をはじめ、関係法令の遵守と安全最優先の原則を社内へ徹底するとと

もに、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

3. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして

その実施を図ること。 

4. 船長は、安全管理規程第２９条に基づき、運航管理者への連絡を徹底す

ること。 

5. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第３０条及び第５３条

に基づき、安全管理規程及び届出航路に係る運航基準図について、船舶

に備置すること。 

6. 船長は、安全管理規程第３４条に基づき、チェックリストに基づいて発

航前点検を実施し、その結果を記録すること。 

7. 船長は、安全管理規程第３６条及び作業基準第１３条に基づき、救命胴

衣の着用義務について、旅客に対して十分な周知を行い、船内における

旅客の遵守事項の掲示を行うこと。 

8. 船長は、安全管理規程第３６条及び作業基準第１４条第１項に基づき、

暴露甲板上の旅客に対して救命胴衣の着用を徹底させること。 

9. 安全統括管理者は、安全管理規程第３７条に基づき、アルコール検知器

を用いたアルコール検査を実施し、検査結果を記録する体制を構築する

こと。 

10. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第４９条に基づき、乗

組員に対し、安全管理規程、関係法令その他輸送の安全を確保するため

に必要と認められる事項について周知徹底を図るため、理解しやすい具
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体的な安全教育を定期的に実施し、その概要を記録簿に記録すること。 

11. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第５０条に基づき、情

報伝達訓練を含む全社的体制の事故処理を想定した訓練を計画し、年１

回以上実施するとともに、その概要を記録簿に記録すること。 

12. 船長は、運航基準第７条第２項に基づき、速力基準表を船舶に掲示する

こと。 
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事案１０ 旅客船において、船舶の運航に必要な法定職員が乗船していない

状態で運航していた事案 

 

事業者  ： 盛運汽船株式会社（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年１０月３０日 

 所管局  ： 四国運輸局 

 

【概要】 

令和６年９月５日他、海上運送法に基づく監査を実施したところ、旅客船

「ゆきかぜ」（５５トン）が「日振～宇和島航路」において、有効な海技免

状を受有していない者を一等機関士として乗り組ませていたこと等を確認

した。 

 

【命令内容】 

1. 船舶所有者は、船員法第７０条に基づき、航海当直その他の船舶の航海

の安全を確保するための作業を適切に実施するために必要な員数の海

員を乗り組ませること。 

2. 船舶所有者は、船舶職員及び小型船舶操縦者法第１８条に基づき、乗組

み基準に従い、船長及び船長以外の船舶職員として、適切な海技免状有

資格を受有する海技士を乗り組ませること。 

3. 経営トップは、安全管理規程第４条に基づき、輸送の安全確保のため、

船員法をはじめとする関係法令及び社内規程の遵守と安全最優先の原

則の徹底に主体的に関与し、安全マネジメント態勢を適切に運営するこ

と。 

4. 安全統括管理者は、安全管理規程第１５条に基づき、船員法をはじめと

する関係法令の遵守と安全最優先の原則を徹底するとともに、安全管理

規程の遵守を確実にすること。 

5. 運航管理者は、安全管理規程第１６条に基づき、船舶の運航の管理その

他の輸送の安全の確保に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守

を確実にしてその実施の確保を図ること。 

6. 運航管理者は、安全管理規程第２０条に基づき、船舶課が作成した配乗

計画の同意にあたっては、安全性の検討として、法定乗組員並びに法定

乗組員以外の乗組員及び予備員について、有効な海技免状等の必要な資

格の受有状況の確認も含め、適正に確保されているか継続的な確認を行

うこと。 
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事案１１ 旅客船が船舶安全法に基づく臨時検査を受検せずに運航していた

事案 

 

事業者  ： 近江トラベル株式会社（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年１２月１３日 

 所管局  ： 中部運輸局 

 

【概要】 

令和６年８月２３日他、海上運送法に基づく監査を実施したところ、旅客

船「第八観光丸」（１５.０３トン）が「川崎（敦賀）～水島航路」において、

同年８月１１日に船体の亀裂及び当該亀裂からの浸水が生じていたにもか

かわらず、同月１９日までの間、船舶安全法に基づく臨時検査を未受検のま

ま運航していたこと等を確認した。 

 

【命令内容】 

1. 船舶所有者（近江トラベル株式会社）は、船舶の堪航性に影響を及ぼす

おそれのある変更が生じた場合又は船舶の堪航性に影響を及ぼすおそ

れのある修理を行う場合において、船舶安全法第５条に基づく検査を受

検し、合格した船舶を航行の用に供すること。 

2. 経営トップは、安全管理規程第４条に基づき、輸送の安全を確保するた

め、船舶安全法をはじめとする関係法令及び安全管理規程の遵守並びに

安全最優先の原則の徹底に関し、主体的に関与し、安全マネジメント態

勢を適切に運営すること。 

3. 安全統括管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶安全法をはじ

めとする関係法令の遵守と安全最優先の原則を社内へ徹底するととも

に、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第１９条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、船舶安全法をはじめとする関係法

令及び安全管理規程を遵守してその実施を図ること。また、船舶の運航

に関し、船長と協力して輸送の安全を図ること。 

5. 船長及び運航管理者は、安全管理規程第２５条に基づき、船舶の状況が

運航に支障を及ぼすおそれがあると認められる場合において、船舶安全

法第５条等の規定に基づき修復整備の措置を講ずるまでの間は、協議に

より、運航休止又は配船計画の臨時変更の措置をとること。 

6. 運航管理者及び船長は、安全管理規程第３０条に基づき、運航の可否判

断、運航中止の措置及び協議の結果等を記録すること。 

7. 船長は、安全管理規程第４１条に基づき、船舶の船体等の点検中、運航

に支障を及ぼすおそれがある異常を発見したときは、船舶安全法第５条

等を遵守のうえ修復整備の措置を講ずること。 

8. 船長は、安全管理規程第４４条に基づき、自船に事故が発生したときは、

事故拡大の防止のための措置等必要な措置を講ずるとともに、事故の状

況及び講じた措置を海上保安官署等に連絡すること。 

9. 運航管理者は、安全管理規程第４５条に基づき、事故の発生を知ったと

きは、事故処理基準に定めるところにより必要な措置をとること。 

10. 経営トップ及び安全統括管理者は、安全管理規程第４６条に基づき、事

故の発生を知ったときは、現場におけるリスクを明確にし、必要な対応
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措置を講ずること。 

11. 運航管理者は、安全管理規程第４９条に基づき、事故の発生を知ったと

きは、速やかに関係運輸局及び海上保安官署等にその概要及び事故処理

の状況を報告すること。 
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事案１２ ＲＩＢボートにおいて、船舶の運航に必要な法定職員が乗船して

いないまま運航していた事案 

 

事業者  ： ジョイポート淡路島株式会社（人の運送をする内航不定期

航路事業） 

 発出年月日： 令和６年１２月２４日 

 所管局  ： 神戸運輸監理部 

 

【概要】 

令和６年１０月２４日、海上運送法に基づく監査を実施したところ、同年

７月から９月までの間、ＲＩＢボート「海人１」（３.１トン）を船舶職員及

び小型船舶操縦者法に基づく小型船舶操縦者の乗船基準を満たさない状態

で運航していたこと等を確認した。 
※ＲＩＢボート（リジットハル・インフレータブル・ボート）…ＦＲＰによる船体にハイ

テク素材の浮力体であるチューブを接合したボート 

 

【命令内容】 

1. 船舶所有者は、船舶職員及び小型船舶操縦者法第２３条の３５に基づき、

乗船基準に従った操縦免許証を受有する小型船舶操縦士を乗船させる

こと。 

2. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、関係法令の遵守を

社内に徹底するとともに、安全管理規程の遵守を確実に行うこと。 

3. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、安全管理規程の遵守を

確実に行うこと。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第２２条に基づき、配乗計画を作成する際

に、法定職員を適正に確保すること。 

5. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第４９条に基づき、乗

組員等に対し、関係法令等について理解しやすい具体的な安全教育を実

施し、その周知徹底を図ること。 
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３ 行政指導に係る事項 

令和６年度は、事故等を起こした１８事業者（２０事案）に対して、輸送の

安全確保に向け、再発防止のための指導文書を発し、改善措置が講じられたこ

とを確認しました。 

これら事案の概要については、以下のとおりです。 

 

 

事案１ 視界不良により橋脚に衝突した旅客船が、安全教育及び事故処理訓練

を定期的に実施していなかった事案 

 

事業者  ： 四万十共生事業株式会社（旅客不定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年４月２６日 

 所管局  ： 四国運輸局 

 

【概要】 

令和６年４月３日、旅客船「勝七」（９.７トン）が、「四万十川（三里）周

遊 三里～今成橋～三里航路」において、乗客３６名及び乗組員１名を乗せ

て四万十市の三里沈下橋付近を航行中、視界不良により三里沈下橋の橋脚に

衝突し、乗客９名が負傷した。同年４月４日、海上運送法に基づく監査を実

施したところ、安全教育及び事故処理訓練を定期的に実施していなかったこ

と等を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 安全統括管理者は、安全管理規程第１０条に基づき、関係法令の遵守と

安全最優先の原則を徹底するとともに、安全管理規程の遵守を確実にす

ること。 

2. 運航管理者は、安全管理規程第１１条に基づき、湿度の状況により、客

室の窓が曇り、視界不良になることに対して具体的な視界確保のための

対策を行うなど、船舶の運航に関し、輸送の安全を図ること。 

3. 安全統括管理者は、安全管理規程第４９条に基づき、乗組員及び陸上連

絡員に対し、安全管理規程、関係法令その他輸送の安全を確保するため

に必要な事項について、理解しやすい具体的な安全教育を定期的に実施

し、周知徹底をはかること。 

4. 安全統括管理者は、安全管理規程第５０条に基づき、事故処理に関する

実践的な訓練を年１回以上実施すること。 

5. 経営代表者は、安全管理規程第５２条に基づき、年１回以上船舶及び陸

上施設の状況並びに安全管理規程の遵守状況の他、安全マネジメント態

勢全般にわたり内部監査を行うこと。 

6. 経営代表者は、安全管理規程第５３条に基づき、規程の内容に変更が生

じたときは、遅滞なく変更を決定し、四国運輸局へ届け出ること。 
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事案２ 浅瀬に乗り揚げ航行不能となった旅客船が、海上保安官署への事故報

告等を行っていなかった事案 

 

事業者  ： 青海島観光汽船株式会社（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年６月３日 

 所管局  ： 九州運輸局 

 

【概要】 

令和５年７月３０日、旅客船「えんじぇる」（８.５トン）が、「青海島観

光航路」において、乗客１４名及び乗組員１名を乗せて山口県長門市青海島

の島見門付近を航行中、見張りを適切に行っていなかったため、浅瀬に乗り

揚げて航行不能となった。乗客等に怪我は無かった。同年８月３１日、海上

運送法に基づく監査を実施したところ、事故後に海上保安官署への事故報告

を行っていなかったこと等を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、海上運送法をはじ

め、関係法令の遵守と安全最優先の原則を社内内部に徹底させるととも

に、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

2. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航の管理及び

輸送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にし

てその実施を図ること。 

3. 運航管理者は、安全管理規程第４４条及び第４８条並びに事故処理基準

第４条に基づき、事故の発生を知ったときは、速やかに関係運輸局及び

海上保安官署にその概要及び事故処理の状況を報告し助言を求めるこ

と。報告にあたっては、事故の状況について判明したものから逐次報告

すること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第５０条及び地震防災対策基準第１８条に

基づき、貴社単独で又は関係機関もしくは関係事業者と共同して、地震

防災に関する教育及び訓練を計画的に実施すること。また、同規程第５

３条に基づき、安全教育を実施した場合及び船長から操練の実施報告を

受けた場合は、その概要を記録簿に記録すること。 

5. 内部監査を行う者は、安全管理規程第５４条に基づき、経営トップの支

援を得て、関係者とともに、年１回以上、船舶及び陸上施設の状況並び

に安全管理規程の遵守状況等に対する内部監査を実施し、その内容を記

録すること。 
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事案３ 岸壁への接触事故を起こした旅客船について、事故時の連絡体制に不

備があった事案 

 

事業者  ： 富山県（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年７月１１日 

 所管局  ： 北陸信越運輸局 

 

【概要】 

令和６年３月２５日、旅客船「海竜」（４４トン）が、「越の潟～堀岡航路」

において、乗客１名及び乗組員２名を乗せて堀岡発着場付近を航行中、岸壁

に接触し、乗客１名及び乗組員１名が負傷した。同年４月１０日、海上運送

法に基づく監査を実施したところ、事故時の連絡体制に不備があったこと等

を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 海上運送法第１１条の２第１項に基づき、北陸信越運輸局長へ届出した

船舶運航計画に変更が必要な場合は、あらかじめ変更の届出を行うこと。 

2. 経営トップは、事案に対する再発防止策を策定し、適切な安全管理体制

を確立するとともに、安全管理規程第４条に基づき、輸送の安全を確保

するために、安全管理規程等の遵守について主体的に関与し、安全マネ

ジメント態勢を構築すること。 

3. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、関係法令の遵守と

安全最優先の原則を社内に徹底するとともに、安全管理規程の遵守を確

実にすること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして、

その実施を図ること。また、船舶の運航に関し、船長と協力して輸送の

安全を図ること。 

5. 船長は、自船に事故が発生したときは、安全管理規程第４４条及び事故

処理基準第４条に基づき、事故の状況等をすみやかに運航管理者に連絡

するとともに、初動時は「１１８」により海上保安官署等へ連絡するこ

と。運航管理者は、船長からの連絡等によって事故の発生を知ったとき

は、安全管理規程第４５条及び５０条に基づき、安全統括管理者へ速報

するとともに、すみやかに海上保安官署等にその概要及び事故処理の状

況を報告すること。 

6. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第５２条に基づき、乗

組員等に対し、安全管理規程及び関係法令等について、理解しやすい具

体的な安全教育を定期的に実施し、その概要を記録簿に記録すること。 

7. 経営トップは、安全管理規程第５５条に基づき、内部監査の重要性を組

織内に周知徹底するとともに、年１回以上内部監査を実施できるよう支

援を行うこと。内部監査を行う者は、船舶及び陸上施設の状況並びに安

全管理規程の遵守状況の他、安全マネジメント態勢全般にわたり内部監

査を行い、その内容を記録すること。 
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事案４ 航行中にエンジンから出火し航行不能となったフェリーについて、ア

ルコール検査の一部未実施等があった事案 

 

事業者  ： 十島村（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年７月１１日 

 所管局  ： 九州運輸局 

 

【概要】 

令和５年１２月２９日、旅客船「フェリーとしま２」（１,９５３トン）

が、「鹿児島～十島～名瀬航路」において、乗客１１名及び乗組員１８名を

乗せて鹿児島県鹿児島郡十島村悪石島の南西沖を航行中、左舷エンジンから

出火し、航行不能となった。乗客等に怪我は無かった。令和６年１月１２日

他、海上運送法に基づく監査を実施したところ、アルコール検査の一部未実

施や陸上施設点検簿に基づいた点検等が実施されていなかったこと等を確

認した。 

 

【指導内容】 

1. 安全統括管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、海上運送法をはじ

め、関係法令の遵守と安全最優先の原則を職員及び乗組員に徹底すると

ともに、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

2. 運航管理者は、安全管理規程第１９条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして、

その実施の確保を図ること。 

3. 安全統括管理者は、安全管理規程第４０条に基づき、アルコール検知器

を用いたアルコール検査体制を確実に構築すること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第４３条に基づき、陸上施設点検簿に基づ

いた点検を実施し、結果を記録すること。 

5. 内部監査を行う者は、安全管理規程第５６条に基づき、経営トップの支

援を得て、関係者とともに、年１回以上、船舶及び陸上施設の状況並び

に安全管理規程の遵守状況等に対する内部監査を実施し、その内容を記

録すること。 
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事案５ 浅瀬に乗り揚げた旅客船について、事故時の連絡体制に不備が

あった事案 

 

事業者  ： 東鉄商事株式会社（旅客不定期航路事業） 

       ※令和７年４月１日、「東鉄アシスト株式会社」に社名変更 

 発出年月日： 令和６年８月１日 

 所管局  ： 中部運輸局 

 

【概要】 

令和６年３月１１日、旅客船「はくちょう５」（１３トン）が、「恵那峡

港発着不定期航路」において、乗客４５名及び乗組員１名を乗せて恵那峡の

名無し岩対岸砂浜付近を航行中、突風及び僚船からの引き波の影響により、

浅瀬に乗り揚げて航行不能となった。乗客等に怪我は無かった。同年４月１

８日、海上運送法に基づく監査を実施したところ、事故時の連絡体制に不備

があったこと等を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、安全最優先の原則

を社内へ徹底するとともに、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

2. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航の管理及び

輸送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にし

てその実施を図ること。運航船舶が安全に退避することが可能な場所を

明確にし、無線を使用した位置情報の共有を徹底するなどの具体的な対

策を講じて、船舶の運航に関し、船長と協力して輸送の安全を図ること。 

3. 運航管理者は、安全管理規程第５０条に基づき、事故処理基準に定める

事故の発生を知ったときは、その内容にかかわらず、速やかに関係運輸

局及び警察官署にその概要及び事故処理の状況を報告し助言を求める

こと。 

 

  



30 

 

事案６ 基準経路から逸脱し他船と衝突した旅客船について、航路に係る事業

計画変更認可の手続が取られていなかった等の事案 

 

事業者  ： 株式会社ケーエムシーコーポレーション（旅客不定期航路

事業） 

 発出年月日： 令和６年８月１６日 

 所管局  ： 関東運輸局 

 

【概要】 

令和６年４月１３日、旅客船「ＬＥ ＧＲＡＮＤ ＢＬＥＵ」（１６トン）

が「横浜港内航路」において、乗客２名及び乗組員３名を乗せて神奈川県横

浜市中区新港ふ頭ハンマーヘッド岸壁沖を航行中、基準経路から逸脱し、同

水域を航行していた屋形船と衝突して乗組員１名が負傷した。同年４月２６

日、海上運送法に基づく監査を実施したところ、基準経路逸脱のほか、航路

に係る事業計画の変更認可手続がとられていないこと等を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 海上運送法第２１条の５において準用する同法第１１条第１項に基づ

き、事業計画（航路）を変更しようとするときは、関東運輸局長の認可

を受けること。 

2. 経営トップは、事案に対する再発防止策を策定し、適切な安全管理体制

を確立するとともに、安全管理規程第４条に基づき、輸送の安全を確保

するために、安全管理規程等の遵守について主体的に関与し、安全マネ

ジメント態勢を構築すること。 

3. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、関係法令の遵守と

安全最優先の原則を社内に徹底するとともに、安全管理規程の遵守を確

実にすること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして、

その実施を図ること。また、船舶の運航に関し、船長と協力して輸送の

安全を図ること。 

5. 運航管理者は、安全管理規程第２１条に基づき、運航計画を作成するに

際しては、自らの責任において、その安全性について十分検討すること。 

6. 運航管理者は、安全管理規程第３１条、運航基準第６条及び第７条に定

めるところにより、運航基準図に記載された基準経路を遵守して、その

船舶を運航すること。 
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事案７ 岸壁に接触した旅客船について、適切な手順により離岸作業を行って

いなかった等の事案 

 

事業者  ： 丸文松島汽船株式会社（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年９月９日 

 所管局  ： 東北運輸局 

 

【概要】 

令和６年７月３日、旅客船「はやぶさ」（１９トン）が、「塩釜～松島航

路」において、乗客３３名及び乗組員１名を乗せて松島町の松島桟橋を出港

する際、離岸作業を誤り、岸壁に接触した。乗客５名が負傷した。同年７月

５日、海上運送法に基づく監査を実施したところ、適切な手順により離岸作

業を行っていなかったことの他、安全教育に係る記録が一部なされていな

かったこと等を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、関係法令の遵守と

安全最優先の原則を社内に徹底するとともに、安全管理規程の遵守を確

実にすること。 

2. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航の管理及び

輸送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にし

てその実施を図ること。 

3. 船長及び運航管理補助者は、安全管理規程第３４条及び作業基準第５条

に基づき、適切な手順により離岸作業を行うこと。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第５１条に基づき安全教育を実施したとき

は、同規程第５４条に基づき、その概要を記録簿に記録すること。 
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事案８ 航行中にプロペラに浮遊物を巻き込み、浸水した旅客船について、安

全教育及び事故処理に関する訓練に係る記録がなされていなかった

事案 

 

事業者  ： 宿輪 良雄（旅客不定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年９月１２日 

 所管局  ： 九州運輸局 

 

【概要】 

令和５年１０月２３日、旅客船「五島（３号）」（９.７トン）が、「奈留

五島一円航路」において、乗客１５名及び乗組員１名を乗せて長崎県五島市

奈留島泊の小島沖を航行中、プロペラに浮遊物を巻き込み航行不能となった

後、船底及び客室内に浸水した。乗客等に怪我は無かった。同年１０月３０

日他、海上運送法に基づく監査を実施したところ、安全教育及び事故処理に

関する訓練に係る記録がなされていなかったこと等を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、海上運送法をはじ

め、関係法令の遵守と安全最優先の原則を職員及び乗組員に徹底すると

ともに、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

2. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして、

その実施を図ること。 

3. 運航管理者は、安全管理規程第４０条に基づき、陸上施設点検簿に基づ

いて、毎日１回以上、各港の係留施設等の点検を実施すること。 

4. 運航管理者は、安全教育及び事故処理に関する訓練を行ったときは、安

全管理規程第５１条に基づき、その概要を記録すること。 
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事案９ 乗組員の誤操作により漂流した旅客船について、運航再開前に必要な

再発防止の措置が未実施であった事案 

 

事業者  ： 東海汽船株式会社（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年９月２５日 

 所管局  ： 関東運輸局 

 

【概要】 

令和６年７月２４日、旅客船「セブンアイランド愛」（２７９.５６トン）

が、「東京～大島～神津島航路」において、乗客１１６名及び乗組員５名を

乗せて東京港竹芝桟橋から式根島へ向け航行中、油圧系統のトラブルが発生

した際に乗組員による機関操作が適切に行われず、航行不能となり、漂流し

た。乗客等に怪我は無かった。同年７月２５日他、海上運送法に基づく監査

を実施したところ、運航再開前に必要な再発防止の措置が未実施であったこ

と等を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 経営トップは、法令に違反した事実に対する再発防止策を策定し、適切

な安全管理体制を確立すること。また、安全管理規程第４条に基づき、

関係法令及び安全管理規程の遵守と安全最優先の原則を徹底及び重大

な事故等に対する確実な対応について主体的に関与し、安全マネジメン

ト態勢を構築すること。 

2. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、関係法令の遵守と

安全最優先の原則を社内へ徹底するとともに、安全管理規程の遵守を確

実にすること。 

3. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして

その実施を図ること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第２１条に基づき、安全管理規程の内容に

変更が生じたときは船長の意見を十分に聴取し、遅滞なく規程の変更を

発議すること。 

5. 運航管理者及び船長は、安全管理規程第２９条及び運航基準第５条の２

に基づき、運航中止基準に係る情報、運航の可否判断並びに運航中止の

措置等について確実に記録すること。 

6. 経営トップ及び安全統括管理者は、安全管理規程第４５条に基づき、事

故処理（原因究明及び再発防止策の策定までを含む一連の措置）に際し

ては、事故の原因の究明を最優先に実施して現場におけるリスクを明確

にし、運航再開前に必要な再発防止の措置を講ずること。 

7. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第５０条に基づき、運

航に携わる全ての職員及び乗組員に対し、安全管理規程、関係法令その

他輸送の安全を確保するために必要と認められる事項について、理解し

やすい具体的な安全教育を定期的に実施し、その周知徹底を図ること。 
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事案１０ 消波ブロックに乗り揚げた旅客船を運航していた事業者について、

輸送の安全にかかわる情報の公表内容に不備があった事案 

 

事業者  ： 川崎近海汽船株式会社（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年９月２６日 

 所管局  ： 東北運輸局 

 

【概要】 

令和６年７月２日、旅客船「シルバーブリーズ」（８,９０１トン）が、

「八戸～苫小牧航路」において、乗客１１９名及び乗組員２１名を乗せて苫

小牧港へ入港する際、苫小牧港西防波堤付近の消波ブロックに乗り揚げた。

乗客等に怪我は無かった。同年７月１２日、海上運送法に基づく監査を実施

したところ、輸送の安全にかかわる情報の公表内容に不備があったこと等を

確認した。 

 

【指導内容】 

1. 安全統括管理者は、海上運送法第１９条の２の３及び安全管理規程第５

７条に基づき、輸送の安全にかかわる情報（安全統括管理者・運航管理

者に係る情報、輸送の安全に関する重点施策の達成状況）について、適

時、外部に対して公表すること。 

2. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、関係法令の遵守と

安全最優先の原則を社内へ徹底するとともに、安全管理規程の遵守を確

実にすること。 

3. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航の管理及び

輸送の安全の確保に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確

実にしてその実施の確保を図ること。 
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事案１１ 水上バイクと衝突して沈没した旅客船について、発航前点検の実施

結果の記録がなされていなかった等の事案 

 

事業者  ： 渡辺 直彦（人の運送をする内航不定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年１０月１６日 

 所管局  ： 関東運輸局 

 

【概要】 

令和６年７月２７日、旅客船「Ｖｉｒａ Ⅰ」（５トン未満）が、「河口湖

内における船舶の運航航路」において、乗客３名及び乗組員１名を乗せて河

口湖町長浜地区付近を航行中、水上バイクと衝突した後、浸水し、沈没した。

乗客３名及び乗組員１名が負傷した。同年７月３１日、海上運送法に基づく

監査を実施したところ、発航前点検の実施結果の記録がなされていなかった

こと等を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 海上運送法第２０条第２項に基づき、届出をした事項を変更しようとす

るときは、変更しようとする日の３０日前までに、国土交通大臣にその

旨を届け出ること。 

2. 経営トップは、事案に対する再発防止策を策定し、適切な安全管理体制

を確立するとともに、安全管理規程第４条に基づき、輸送の安全を確保

するために、安全管理規程等の遵守について主体的に関与し、安全マネ

ジメント態勢を構築すること。 

3. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、関係法令の遵守と

安全最優先の原則を社内へ徹底するとともに、安全管理規程の遵守を確

実にすること。 

4. 安全統括管理者又は運航管理者は、安全管理規程第２０条に基づき、事

業者内組織又は使用船舶の変更等、この規程に係る事項に常に留意し、

当該事項に変更が生じたときは、遅滞なく規程の変更を発議すること。 

5. 船長は、安全管理規程第３４条に基づき、発航前に船舶が航海に支障が

ないか、その他航海に必要な準備が整っているかどうか等を点検し、そ

の結果を記録すること。 

6. 安全統括管理者は、安全管理規程第３７条に基づき、アルコール検知器

を用いた検査体制を構築するとともに、その検査結果を記録し、１年間

保存すること。 

7. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第４９条及び第５１条

に基づき、乗組員、安全管理に従事する者に対して、県が条例で定める

関係法令その他輸送の安全確保に必要と認められる事項について、理解

しやすい具体的な安全教育を定期的に実施し、実施後はその概要を記録

すること。 

8. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第５０条及び第５１条

に基づき、年１回以上、関係者とともに事故処理に関する訓練を実施し、

実施後はその概要を記録すること。 

9. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第５３条に基づき、安

全管理規程を船舶、事業所その他必要と認められる場所に備え置くこと。 
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事案１２ 桟橋に衝突した旅客船について、着岸時の旅客の転倒防止措置が不

十分であったこと等の事案 

 

事業者  ： 斎島汽船株式会社（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年１０月３１日 

 所管局  ： 中国運輸局 

 

【概要】 

令和６年５月２日、旅客船「みかど」（１９トン）が、「三角～久比航路」

において、乗客５名及び乗組員２名を乗せて広島県呉市豊町久比港内を航行

中、乗組員が着桟時の操作を誤り、桟橋に衝突した。乗客３名が負傷した。

同年５月１５日、海上運送法に基づく監査を実施したところ、着岸時の旅客

の転倒防止措置が不十分であった他、運航管理者に対して必要な情報が未伝

達であり、事故等の連絡体制にも不備があったこと等を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 安全統括管理者は、海上運送法第１９条の２の３及び安全管理規程第５

７条に基づき、「輸送の安全に関する基本的な方針」、「輸送の安全に

関する重点施策及びその達成状況」及び「安全管理規程」のみならず、

「安全統括管理者に係る情報」及び「運航管理者に係る情報」について

も、インターネットの利用その他の適切な方法により外部に対して公表

すること。 

2. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、経営トップへ報告

した安全マネジメント態勢の実施状況等について、適切に記録すること。

また、関係法令の遵守と安全最優先の原則を会社内部へ徹底するととも

に、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

3. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして、

その実施を図ること。 

4. 船長は、安全管理規程第３０条に基づき、出入港時や事故処理基準に定

める事故が発生したとき等の場合には、同基準第４条に基づき、必ず運

航管理者に連絡すること。 

5. 乗組員は、安全管理規程第３４条及び作業基準第１１条に基づき、着岸

時の衝撃による旅客の転倒事故を防止するため、船内放送等の方法によ

り、旅客へ着席や手すりへの掴まりを指示すること。 

6. 運航管理者は、安全管理規程第３８条及び作業基準第１８条に基づき、

発着場等の見やすい場所に旅客の遵守すべき事項等を掲示すること。 

7. 船長は、安全管理規程第４４条に基づき、自船に事故が発生したときは、

事故処理基準に定めるところにより、事故の状況及び講じた措置につい

て、速やかに運航管理者及び海上保安官署等に連絡すること。運航管理

者は、安全管理規程第４９条に基づき、事故の発生を知ったときは、速

やかに関係運輸局等及び海上保安官署に事故の概要及び事故処理の状

況を報告し、助言を求めること。 

8. 内部監査を行う者は、安全管理規程第５５条に基づき、年１回以上船舶

及び陸上施設の状況並びに安全管理規程の遵守状況の他、安全マネジメ

ント態勢全般にわたる内部監査を実施すること。なお、内部監査の実施
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及び安全マネジメント態勢の機能全般に関して見直しを行ったときは、

その内容を適切に記録すること。 
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事案１３ 貨物船の運航計画を作成・改定する際、船員の過労防止に必要な措

置を講じていなかった事案 

 

事業者  ： ショクユタンカー株式会社（内航海運業） 

 発出年月日： 令和６年１１月１日 

 所管局  ： 関東運輸局 

 

【概要】 

令和６年２月１６日他、内航海運業法に基づく監査を実施したところ、貨

物船「雅和丸」（４９８トン）等４隻において複数の船員の労働時間が複数

回にわたり船員法の定める限度を超過していた要因として、運航計画を作

成・改定する際に、船舶所有者からの意見を十分に反映しておらず、船員の

過労を防止するために必要な措置を講じていなかったことを確認した。 

 

【指導内容】 

1. 運航管理者は、内航海運業法第１２条及び安全管理規程第２１条に基づ

き、運航計画又は配船計画を作成又は改定する場合、船舶所有者等を通

じて、適切な乗組員の労働時間を考慮して、検討すること。また、運航

管理者は、船舶所有者等から、乗組員の労働時間、作業による心身への

負荷その他乗組員の状況に鑑み、運航計画又は配船計画の改訂の必要が

あるとして意見を受けた場合は、その意見を尊重すること。 

2. 経営トップは、法令に違反した事実に対する再発防止策を策定し、適切

な安全管理体制を確立するとともに、事案の再発防止に向けて、安全管

理規程第４条に基づき、輸送の安全を確保するために、内航海運業法を

はじめ、関係法令及び安全管理規程の遵守と安全最優先の原則について

主体的に関与し、安全マネジメント態勢を構築すること。 

3. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、内航海運業法をは

じめ、関係法令の遵守と安全最優先の原則を社内へ徹底するとともに、

安全管理規程の遵守を確実にすること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして

その実施を図ること。 
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事案１４ 灯台に衝突したフェリーについて、船長が甲板上の指揮をとるべき

海域にあって、自ら船舶を指揮していなかった事案 

 

事業者  ： 小豆島フェリー株式会社（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年１１月１４日 

 所管局  ： 四国運輸局 

 

【概要】 

令和６年６月１日、フェリー「第五おりいぶ丸」（１,３２６トン）が、

「姫路～福田航路」において、乗客１８４名及び乗組員６名を乗せて姫路港

飾磨東防波堤赤灯台付近を航行中、操舵機の電気系統の不具合が生じたこと

により、同灯台に衝突した。乗客等に怪我は無かった。同年６月１８日、海

上運送法に基づく監査を実施したところ、船長が甲板上の指揮をとるべき海

域にあって、自ら船舶を指揮していなかったことを確認した。 

  

【指導内容】 

1. 船長は、安全管理規程（運航基準第１０条）に基づき、法令に定めると

き及び姫路港より飾磨航路灯浮標までの海域を航行するときは、甲板に

あって自ら船舶を指揮すること。 
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事案１５ 旅客船が岸壁に衝突した事故について、事業者が関係官署に事故報

告を行っていなかった等の事案 

 

事業者  ： 東海汽船株式会社（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和６年１２月６日 

 所管局  ： 関東運輸局 

 

【概要】 

令和６年１０月１１日他、海上運送法に基づく監査を実施したところ、「熱

海～大島航路」において、令和５年９月４日に旅客船「セブンアイランド大

漁」（１６５トン）が岸壁に衝突した事故について、運輸局及び海上保安官

署へ報告していなかったこと等を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、関係法令の遵守と

安全最優先の原則を社内へ徹底するとともに、安全管理規程の遵守を確

実にすること。 

2. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして

その実施を図ること。 

3. 船長は、安全管理規程第４３条に基づき、自船に事故が発生したときは、

事故処理基準に定めるところにより、事故の状況及び講じた措置につい

て、速やかに海上保安官署へ連絡すること。あわせて、自らが講じた措

置への助言を求め、援助を必要とするか否かの連絡を行うこと。 また、

安全統括管理者は、安全管理規程第４５条に基づき、運航管理者等から

の連絡により事故の発生を知ったときは、事故処理基準に定めるところ

により、速やかに経営トップへ報告し、必要な対応措置を講じること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第４４条、第４８条及び事故処理基準第４

条に基づき、事故の発生を知ったときは、速やかに関係運輸局及び海上

保安官署に事故の概要及び事故処理の状況を速報すること。 
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事案１６ 救命胴衣未着用の乗組員が海中転落したフェリーについて、事業者

が乗組員に関係法令の遵守を徹底していなかった事案 

 

事業者  ： 小豆島フェリー株式会社（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和７年１月１６日 

 所管局  ： 四国運輸局 

 

【概要】 

令和６年１２月５日、フェリー「第二しようどしま丸」（９８６トン）が、

「高松～土庄航路」において、乗客１６２名及び乗組員６名を乗せて高松港

を出港後まもなく、救命胴衣等の必要な保護具を着用せずに作業を行ってい

た乗組員が、海中に転落した。同年１２月１２日、海上運送法に基づく監査

を実施したところ、経営トップ及び安全統括管理者が、乗組員に対し、船員

法をはじめとする関係法令の遵守を徹底していなかったことを確認した。 

 

【指導内容】 

1. 経営トップは、安全管理規程第４条に基づき、輸送の安全確保のため、

船員法をはじめとする関係法令及び社内規程の遵守と安全最優先の原

則の徹底に主体的に関与し、安全マネジメント態勢を適切に運営するこ

と。 

2. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、船員法をはじめと

する関係法令の遵守と安全最優先の原則を徹底するとともに、安全管理

規程の遵守を確実にすること。 
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事案１７ 他船に衝突した貨物船について、適切なアルコール検査体制を構築

していなかった等の事案 

 

事業者  ： 鈴与海運株式会社（内航海運業） 

 発出年月日： 令和７年１月２０日 

 所管局  ： 中部運輸局 

 

【概要】 

令和５年１１月２１日、貨物船「太田川」（４９９トン）が、静岡県静岡

市の清水港沖を航行中、外国籍コンテナ船に衝突した。令和６年７月１７日

他、内航海運業法に基づく監査を実施したところ、適切なアルコール検査体

制を構築していなかったこと等を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 経営トップは、安全管理規程第４条に基づき、輸送の安全を確保するた

め、安全管理規程の遵守及び安全最優先の原則の徹底並びに重大な事故

等に対する確実な対応について主体的に関与し、安全マネジメント態勢

を適切に運営すること。 

2. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、安全最優先の原則

を社内へ徹底するとともに、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

3. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航の管理及び

輸送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にし

てその実施を図ること。また、船舶の運航に関し、船長と協力して輸送

の安全を図ること。 

4. 安全統括管理者等は、安全管理規程第３５条に基づき、アルコール検査

要領に基づく検査及び記録が適切に行われているかの確認等を実施し、

実効的なアルコール検査体制を構築すること。 

5. 経営トップ及び安全統括管理者は、安全管理規程第４２条に基づき、事

故処理（原因究明及び再発防止策の策定までを含む一連の措置）に際し

ては、事故の原因究明を最優先に実施して現場におけるリスクを明確に

し、必要な再発防止策を含む対応措置を講ずること。 

6. 安全統括管理者及び運航管理者は、自らの責務を再認識するとともに、

安全管理規程第４７条に基づき、乗組員、安全管理に従事する者等に対

し、安全管理規程（アルコール検査要領に定める飲酒教育を含む。）、

その他輸送の安全を確保するために必要と認められる事項について理

解しやすい具体的な安全教育を定期的に実施し、その周知徹底を図るこ

と。 
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事案１８ ＲＯＲＯ船の運航管理者が運航計画の作成に関与していなかった

事案 

 

事業者  ： ＮＸ海運株式会社（人の運送をする貨物定期航路事業） 

 発出年月日： 令和７年２月１９日 

 所管局  ： 関東運輸局 

 

【概要】 

令和６年８月２７日、海上運送法に基づく監査を実施したところ、ＲＯＲ

Ｏ船「ひまわり８」（１０,６２６トン）等が運航する「北海道航路」ほか

航路において、運航管理者が運航計画の作成に関与していなかったこと等を

確認した。 

※ＲＯＲＯ船（ロールオン・ロールオフ船）…船のランプウェイから直接トラックやトレー

ラーシャーシを積み込む荷役方式で輸送する船舶。旅客定員１２名以下。 

 

【指導内容】 

1. 経営トップは、法令に違反した事実に対する再発防止策を策定し、適切

な安全管理体制を確立するとともに、事案の再発防止に向けて、安全管

理規程第４条に基づき、輸送の安全を確保するために、海上運送法をは

じめ、関係法令及び安全管理規程の遵守と安全最優先の原則について主

体的に関与し、安全マネジメント態勢を構築すること。 

2. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、海上運送法をはじ

め、関係法令の遵守と安全最優先の原則を社内へ徹底するとともに、安

全管理規程の遵守を確実にすること。 

3. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして

その実施を図ること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第２１条に基づき、自社の責任において、

運航スケジュールや乗組員の労働時間等安全性の確保について検討し

た上で、運航計画及び配船計画を作成又は改定すること。 

5. 運航管理者及び船長は、安全管理規程２８条に基づき、船舶及び事業所

において、自社で定める運航中止基準にかかる情報、運航の可否判断、

運航中止の措置及び協議の結果を記録し保存すること。 
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事案１９ 作業手順に沿った着岸作業が実施されず、陸上作業員が負傷した旅

客船において、作業基準未遵守の他、安全教育が未実施だった事案 

 

事業者  ： 宗像市（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和７年３月１０日 

 所管局  ： 九州運輸局 

 

【概要】 

令和６年１０月３０日、旅客船「しおかぜ」（８７トン）が、「大島～神

湊～地島航路」において、乗客３１名及び乗組員４名を乗せて福岡県宗像市

神湊港に着岸中、作業基準の手順に沿った係留作業が行われなかったことに

より、陸上作業員１名が負傷した。 

同年１２月４日、海上運送法に基づく監査を実施したところ、作業基準の

未遵守の他、安全教育未実施等の事実を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 安全統括管理者は、海上運送法第１９条の２の３及び安全管理規程第５

７条に基づき、安全統括管理者及び運航管理者に係る情報等の輸送の安

全にかかる情報を適時、外部に対して公表すること。 

2. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、海上運送法をはじ

め、関係法令の遵守と安全最優先の原則を職員及び乗組員に徹底すると

ともに、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

3. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして、

その実施を図ること。 

4. 船長は、安全管理規程第３５条及び作業基準第１４条に基づき、作業基

準に定めるところにより、乗下船作業を実施すること。 

5. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第５１条に基づき、運

航管理員や陸上作業員等に対し、安全管理規程（作業基準等を含む。）、

関係法令その他輸送の安全を確保するために必要と認められる事項に

ついて、理解しやすい具体的な安全教育を定期的に実施するとともに、

運航管理者は、同規程第５４条に基づき、その概要を記録簿に記録する

こと。 

6. 安全統括管理者及び運航管理者は、安全管理規程第５３条に基づき、年

１回以上、事故処理に関する実践的な訓練を実施すること。 
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事案２０ 浅瀬に乗り揚げた旅客船について、運航の可否判断等を航海日誌等

に記録していなかった等の事案 

 

事業者  ： 有限会社安栄観光（一般旅客定期航路事業） 

 発出年月日： 令和７年３月１０日 

 所管局  ： 内閣府沖縄総合事務局 

 

【概要】 

令和７年１月２７日、旅客船「ぱいじま」（９７トン）が、「石垣港～大

原港航路」において、乗客１３２名及び乗組員３名を乗せて石垣港から大原

港へ向け航行中、機関が停止したことにより、正常な舵取りを行うことがで

きず、強風に煽られ、浅瀬に乗り揚げた。乗客等に怪我は無かった。 

同年１月３０日、海上運送法に基づく監査を実施したところ、運航の可否

判断等について航海日誌等に記録していなかったこと等を確認した。 

 

【指導内容】 

1. 安全統括管理者は、安全管理規程第１７条に基づき、海上運送法をはじ

め、関係法令の遵守と安全最優先の原則を職員及び乗組員に徹底すると

ともに、安全管理規程の遵守を確実にすること。 

2. 運航管理者は、安全管理規程第１８条に基づき、船舶の運航管理及び輸

送の安全に関する業務全般を統括し、安全管理規程の遵守を確実にして、

その実施を図ること。 

3. 運航管理者及び船長は、安全管理規程第２９条及び運航基準第４条の２

に基づき、運航中止基準にかかる情報、運航の可否判断、運航中止の措

置及び協議の結果等について航海日誌に記録すること。 

4. 運航管理者は、安全管理規程第５０条及び地震防災対策基準第１８条に

基づき、乗組員等に対し地震防災に関して、理解しやすい具体的な安全

教育を定期的に実施すること。 

5. 安全統括管理者兼運航管理者は、安全管理規程第５２条に基づき、年１

回以上、事故処理に関する訓練を計画し実施すること。 

 


